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全国の社会福祉施設等の数、在所者、従事者の状況等を把握し、社会福祉行政推進のための基礎資料を得ること。

調査の目的

調査の概要

昭和31(1956)年から毎年実施

都道府県・指定都市・中核市を対象とし、以下の施設・事業所の全数を把握
※かっこ内の数値は施設の種類数

施設：62種類
• 生活保護法による保護施設 (5)
• 老人福祉法による老人福祉施設 (9)
• 障害者総合支援法による障害者支援施設等 (3）
• 身体障害者福祉法による身体障害者社会参加支援施設 (8)
• 売春防止法による婦人保護施設 (1)
• 児童福祉法による児童福祉施設 (27)
• 母子及び父子並びに寡婦福祉法による母子・父子福祉施設 (2)
• その他の社会福祉施設等 (7)

事業所：25種類
• 障害者総合支援法による障害福祉サービス事業所及び相談支援事業所 (20)
• 児童福祉法による障害児通所支援事業所及び障害児相談支援事業所 (5)

【基本票】 厚生労働省 ―（オンライン） ― 都道府県・指定都市・中核市

【詳細票】 厚生労働省 ― 民間事業者 ―（郵送又はオンライン）― 施設・事業所

集計事項 各調査票から得られた調査結果（例 施設・事業所数、定員・在所者数・利用者数、職種別常勤換算従事者数 等）

調査系統

調査時期 10月１日

基本票で把握した

• 社会福祉施設等
• 障害福祉サービス等事業所
• 障害児通所支援等事業所

を対象とし、全数又は抽出調査を実施

抽出調査対象：保育所、
有料老人ホーム

（サービス付き高齢者向け住宅以外）

全数調査対象：上記以外の施設・事業所

【基本票】 【詳細票】

調査項目 法人名、名称、所在地、定員、活動状況等 開設・経営主体、利用者数、従事者数等

社会福祉施設等調査の概要

調査対象
及び
客体
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